
 

 
 
 
 

第４章 青少年の労働 



第１部 子ども・若者の現状と課題 
 

 
 

第  青 年の  
 

第   

  
 平成 27 年国 の によると、15 24 の 業者数は、 8 87 人で、5 年前（平成 22 年）の 41 801

人と して 2 928 人の となった。 のうち 15 19 の 業者数は 78 人の 、20 24 の 業者数

は 2 850 人の となっている。 

業別にみると、 も いのは「 業、小 業」の 7 555 人で、 の 19 4 を めてお 、 下、「

、 」の 5 769 人（14 8 ）、「 業」の 4 652 人（12 0 ）、「公 （他に ないもの）」の 760

人（9 7 ）の となっている。 

 平成 17 年から平成 27 年の 10 年間の 業者数の推 を 業別に ると、第１ 業では 711 人（ 8 8 ）

の 、第 2 業では 442 人（ 1 9 ）の 、第 業では 12 607 人（ 1 0 ）の となって

いる。 
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第  年の 状況 

 
 学校 者の 状況 

  本県の平成 29 年 月の 学校 業者の 人状況は、中学校では 職 者数 人に対して 人数 0 人

となってお 、高等学校では 職 者数 68 人に対して 人数 4 871 人となっている。 

  また 職状況は、中学校では 職 者数 人に対して 職者数 人（県内 0人、県 人）となってお

、高等学校では 職 者数 68 人に対して 職者数 66 人（県内 1 876 人、県 1 490 人）となっ

ている。 
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（ ：人） 第 -4-2 表 平成 2 年 学校 者の 状況 

（ ） 人数について・・・県 人は平成 24 年 月よ となったため県内のみの 人数 
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 学校 者の  

  本県の平成 29 年 の 学校 業者の 職動向は、中学校では 職 者 9人で 業 者数の 0 1  

となっている。また、高等学校では 職 者 4 7 人で 業 者数の 4 0 となっている。 

 

 

 

 
 

 

 
  （ ）（ ）内は、 業 者数に める 合を す。（ ： ）  
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 学校 者の  

  本県の平成 29 年 月の 学校 業者の学 別 （職業 ）の 国対 は、高等学校 では 子

90 7 、 子 87 4 、 大 では 子 87 7 、 子 90 7 、大学 では 子 90 2 、 子 90 6 と、い

も 国対 90 前後となっている。 

 学校 者の 状況 

  本県の 学校 業者の 職状況は、平成 29 年 月までの 職後 年間で、中学校 では 88 2 が 職 

してお 、高等学校 では 48 1 が 職している。また、大学等では 9 8 が 職している。 

  一方、 国中学、高校、大学の 業後 年 内に 職する 合は、そ 7 ・4 ・ の 合と 

なっている。 
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 者 の状況 

  平成 17 年 向にあった 国の 24 下の 業率は、平成 21 年に 化に 平成 22 年に

は 9 4 まで上 したものの、平成 2 年からは し平成 28 年には 5 1 まで ている。また、

25 4 層については、平成 22 年 から し、平成 28 年には 4 まで ている。 

  24 下の若年者の 業率 25 4 層の 業率ともに 年齢の 業率よ も高い状 が

いている。 

 

出 ：総 「 」 

（ ）１「 業率」とは、「 人 に める 業者の 合（ ）」をいう。      

２「 業者」とは、「仕事がなく、仕事を していた者で、仕事があ す る者」をいう。 

第 -4-  者 の  

 

第 1 - 4 - 6 図 　 の ３ 年 以 の （ 平 成 2 6 年 3 ）
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 の状況 

  ー の状 にある若者（若年 業者：年齢が 15 4 の 人 のうち、通学、 事を行ってい

ない者）は、平成 14 年 60 人前後で推 してお 、平成 22 年には 58 人に したものの、平成 2

年には 60 人 に 加した。しかし、平成 25 年 は 向となっている。 

  また、フ ー ー数は、平成 15 年の 217 人を ークに 5年連 したが、その後 加し、平成 22 年

は 180 人前後で推 していたが、平成 26 年よ 向となっている。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 考）フ ー ーの ：総 「 （ 集 ）」のうち、15 4 で、 性は 業者、 性は

業者で未 の者のうち、 の者の合 。 用者のうち「 ー ・ ル イ 」の者、 業者のうち、

している仕事の が「 ー ・ ル イ 」の者、 人 で 事も通学もしていない「その他」

の者のうち、 業内 しておら 、 する仕事の が「 ー ・ ル イ 」の者 

 

 

 

　第 1- 4 - 8図 　 　ニ ー トの 数 の 推 移

　　　※　いわゆる「フリーター」の数は、平成18年では187万人と、3年連続減少し、25歳以上の

　　　　年長フリーターについては小幅ながらも減少している。
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　第 1-4-9図　　フリーターの数の推移
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 の状況 

き も とは、 な要 の として 会的参加を回 し、 的に６ 月 上にわたって

にとどま ている状 （ き も の ・支援に関する イドライン： 生 ）と てい

る。 
県では、 き も に特化した 的な第一 として、平成 28 年６月に、県

ン ーに「青森県 き も 地域支援 ン ー」を し、 支援、グループ支援、連 協議会の開催、

教育 などを行っている。なお、 用者の 性を考 し、県民 プラ 内に テライ を し、

話 、来 に対 している。 
 

第 -4- 表 県 における 状況 

                                   （ ： ） 
 
 
 
 

  
資料： 課 

                    
 
 

年度 話   支援 
グループ支援

（本人） 

グループ支援

（ ） 

28 116 124 20 66 96 
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